
改正後の事務次官通知による
認定基準（地方税）に基づき認定

費用徴収額２万円

（所得税額が１４７万
円超）

経過措置の適用：有

⇒改正前の認定基準（所得税）
に基づき認定

経過措置の適用：無
⇒費用徴収額０円

（所得割の額が５６万
４千円以下）

費用徴収額０円
（所得税額が１４７
万円以下）

費用徴収の
対象とならない

費用徴収の
対象とならない

費用徴収の
対象となる

費用徴収の
対象となる

改正後の事務次官通知に基づく認定における
経過措置適用フローチャート

（別添３）

※次回以降は地方税のみにより
認定（経過措置の適用なし）

※次回以降も
同様の取扱い
（経過措置の
適用を確認）

※次回以降も地方税のみにより
認定（経過措置の適用なし）

なお、経過措置の適用は、現に入院中の者が退院するまでの
間に限る。

【対象者】現に入院中の者で、費用徴収されていない者
※直前の認定において費用徴収されている者は経過措置の適用なし


